
関係する計
画、通知等

①生物多様性基本法第10条及び第11条
②生物多様性基本法第22条第2項

生物多様性国家戦略2010

22年度 23年度要求19年度 20年度

会計区分

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

担当課室 生物多様性地球戦略企画室

上位政策

室長　鳥居敏男自然環境局

一般会計

担当部局庁

生物多様性の保全と自然との共生の推進

総事業費(執行ベース) － 21 46

21年度

執行額

予算額(補正後） 49

21 46

－

補
　
記

自
己
点
検

支出先・
使途の把
握水準・
状況

見直しの
余地

予
算
監
視
・
効
率

化
チ
ー

ム
の
所
見

①生物多様性白書の作成については、引き続き環境白書及び循環型社会白書との連携・協力により、効果的・効率的
な事前調査の実施と作成を行っていく。また、生物多様性国家戦略2010の実施状況の点検については、本年10月に開
催される生物多様性条約COP10の成果を踏まえ、施策の進捗を評価する指標の検討などを行うことで、より客観的な
評価を行っていく必要がある。
②生物多様性総合評価については、社会経済的な評価等をさらに進めるとともに、COP10の結果を踏まえたフォロー
アップ、評価のさらなる活用方策・浸透方策について検討し、効果的・効率的な事業を行っていく。また、生物多様性保
全上重要な地域の選定を適切に行ったうえで、その結果を活用し、効果的・効率的な保全施策の検討を行う必要があ
る。

事業者とは綿密な連絡を取り、随時必要な調整を行った上で、適正な執行がなされるよう確認に努めている。成果物に
ついては報告書を精査し、当該事業の実施結果及び使途の確認を行っている。

事業番号 １５７

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　         (環境省)

予算事業名 作成責任者
事業開始

年度
平成20年度生物多様性基本施策関係経費

－ 90.0 92.8

4724

平成21年度は、以下の事業を実施した。
①平成21年版生物多様性白書の作成、平成22年版生物多様性白書の作成に係る基礎調査、第三次生物多様性国家
戦略の実施状況の点検、生物多様性基本法に基づく生物多様性国家戦略（生物多様性国家戦略2010）の作成などを
実施した。
②「生物多様性総合評価検討委員会」の開催、生物多様性総合評価報告書案の検討、日本生態学会における生物多
様性総合評価の検討結果に係るシンポジウムの実施、報告書案について生物分野の専門家への意見照会、生物多
様性保全上重要な地域の選定に向けた検討に必要な情報の収集・分析及び地図データの作成などを行った。

－

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

①生物多様性の状況の調査分析や、生物多様性国家戦略の実施状況の点検を行い、生物多様性基本法に基づく生
物多様性白書を作成する。
②わが国における生物多様性の総合的な評価を、国民生活や企業活動との関係、社会経済的な効果も含めて実施す
ることにより、国民に生物多様性の状況とその保全の必要性を分かりやすく伝える。また、わが国の生物多様性保全上
重要な地域を特定することにより、優先的に保全すべき地域での取組や保護地域の指定の促進を図る。さらに、
COP10などで国際的な発信を行うとともに、アジア諸国、更には世界各国の生物多様性の総合評価の実施に貢献す
る。

①生物多様性基本法第10条に基づき、毎年、生物の多様性の状況及び政府が生物の多様性の保全及び持続可能な
利用に関して講じた施策に関する報告（生物多様性白書）を作成する。
②わが国の生物多様性の現状と動向について評価することで、国民の間に生物多様性保全と持続的利用の意識が高
まり、人と自然が共生する社会の構築に係る政策形成に資すること。また、世界に先駆けて実施することで、国際的な
イニシアティブを発揮し、アジア諸国等への技術的支援を行う。

実施状況

予算の状況
（単位:百万円）

執行率

○予算繰越（当該年度の前年度からの繰越額）

19年度 20年度 21年度

－ 0 0



①生物多様性基本政策推進事務費

資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ

て補足する)
(単位:百万円)

○予算繰越（当該年度の前年度からの繰越額）

19年度 20年度 21年度

－ 0 0

【企画競争】

A. （財）自然環境研究センター

１０百万円

生物多様性国家戦略の実施状

況の点検及び作成、生物多様

性白書の作成等に係る基礎調

査

環境省総合環境政策局

４百万円

【共同実施】

平成21年版及び平成22年版環

境・循環型社会・生物多様性白書

作成等に係る印刷業務等の発注

（総合環境政策局で業務発注）

環境省自然環境局

１４百万円

環境省

３２百万円

生物多様性の現状と動向について評価することで、国民の間に生物多

様性保全と持続可能な利用の意識を高め、人と自然が共生する社会の

構築に資する。また、国際的なイニシアティブを発揮し、アジア諸国等へ

の支援を行う。

【総合評価入札】

C. （財）自然環境研究センター

３２百万円

「生物多様性総合評価検討委員会」を開催し、生物多様性総合評価の

検討の実施。

生物多様性保全上重要な地域の選定に向けた検討の実施。

②生物多様性総合評価推進費



0計 0 計

使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目

0

D. H.

計 32 計

雑役務費 生物多様性総合評価推進調査費 32

C. (財)自然環境研究センター G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

0

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に
ついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように

記載）

計 4 計

雑役務費 生物多様性基本政策推進調査費 4

B. 総合環境政策局 F.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

0計 10 計

雑役務費 生物多様性基本政策推進調査費 10

　

使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目

A. (財)自然環境研究センター E.

○予算繰越（当該年度の前年度からの繰越額）

19年度 20年度 21年度

－ 0 0


